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第１章 基本的な考え方

１ 計画の趣旨
ＢＳＥや輸入野菜の残留農薬、食肉の偽装表示の問題など、食の安全や安心を揺る

がす出来事が相次いだことから、岡山県では知事を本部長とする「岡山県食の安全・

食育推進本部」のもと、食の安全基本方針を平成１４年９月に策定し、生産から消費に

至る食の安全・安心の確保に積極的に取り組んできました。県民が安心できる食生活

を営むためには、食の安全・安心の確保のために、生産から消費に至るすべての関係

者がそれぞれの責務を認識し、県、食品関連事業者等及び県民が、それぞれの立場

で食の安全・安心の確保の推進に努める必要があります。

例えば、「食中毒ゼロ」を目指した取組を生産から消費に至る各過程において進める

など、健康危害に繋がる様々な要因を取り除くとともに、偽装表示等により損なわれた

消費者の食の安全に対する信頼を回復することが喫緊の課題です。

このため、本県ではこれまでの取組状況を踏まえ、食の安全・安心に対する意識を

高め、安全な食品への取組を強化するため、「岡山県食の安全・安心の確保及び食育

の推進に関する条例（以下「条例」という。）」を制定し、平成18年12月26日に施行し

ました。

本県における食の安全・安心の確保に関する施策をより一層総合的かつ計画的に推

進することにより、県民の皆様の健康で豊かな生活の実現に寄与するため、条例に基

づき「岡山県食の安全・安心推進計画」を策定しました。

２ 計画の位置づけ
① 条例第１０条第１項の規定による「岡山県食の安全・安心推進計画」です。

② 県民の視点に立った食の安全・安心の向上を目指す計画とします。

③ 県民、食品関連事業者、教育関係者、農林漁業者等との協働により、食の安全・

安心の確保を図る計画とします。

④ 食の安全・安心の確保のための施策として、できるだけ具体的な数値目標を設定

します。

⑤ 「岡山県食育推進計画（改訂版）」との連携を図ります。

⑥ 「新おかやま夢づくりプラン（改訂版）」、「岡山県消費生活基本計画」等関係計画と

の整合を図ります。
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３ 計画の期間
○ 平成20年度から24年度までの５年間

ただし、計画の進捗状況については、毎年度評価及び公表するとともに、今後の

社会情勢の変化に対応し、必要に応じて施策の見直しを行います。

（岡山県食育推進計画:平成19年度から24年度までの６年間）

４ 推進体制
○ 県、食品関連事業者、教育関係者、農林漁業者等及び県民等がそれぞれの責務

と役割を明らかにした体制で推進します。

○ 岡山県食の安全・食育推進本部、岡山県食の安全・食育推進協議会が中心となっ

て行います。

○ 必要に応じて市町村と連携を図りながら計画を推進します。

推進体制図

※ 平成 22 年度から、本庁組織の再編にあわせ、庁内に設置されている各本部の一元化が図られることから、岡

山県食の安全・食育推進本部についても変更の予定である。

岡山県の食の安全・安心の確保及び食育推進体制

岡山県食の安全・食育推進本部

 本 部 長：知　事
 副本部長：副知事
 本 部 員：政策審議監
 　総務部長、企画振興部長
 　生活環境部長、保健福祉部長
 　産業労働部長、農林水産部長
 　土木部長、出納局長
　 公営企業管理者、教育長
　 警察本部長、知事室長
オブザーバー：岡山市、倉敷市
 
  事 務 局：生活衛生課
 　　 　　　健康対策課

本　　　部

食の安全推進
チーム

食育推進チーム

　
 

   消費者関係団体
　 生産者関係団体
　 加工(製造)関係団体
　 流通関係団体
　 教育関係団体
　 ボランティア団体
　 学識経験者
　 行政機関

岡山県食の安全・
食育推進協議会

・情報の共有化
・県民との協働推進

県民・食品関連事業者等

協　働

情報の共有

・情報の提供
・主体的な取組の
　積極的な展開
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第５章 食の安全・安心推進施策
基本方針１ 生産、加工、製造における食の安全確保

施策の方向１ 農林水産物・畜産物の生産における食の安全確保

農林水産物・畜産物の安全・安心を確保するためには、生産履歴情報の整備の推進や

ＧＡＰ （農業生産工程管理）手法の推進、ＢＳＥ対策、高病原性鳥インフルエンザ

防疫対策などを講じる必要があります。

現状

生産履歴情報等

○農産物

生産履歴の記帳運動を進めるＪＡグループにおいて、白桃、マスカット、千両なす

等の12品目についてホームページを通じて消費者に生産者の取組等に関する情報提供

を行っています。

また、県では、平成 21年 6月に、ＪＡグループ、県で構成する「岡山県ＧＡＰ

推進協議会」を設立し、産地でのＧＡＰ手法の導入を推進するとともに、セミナ

ー等を通じ、消費者や実需者に対し周知を行っています。

○牛肉

平成13年 9月に国内で初めてＢＳＥ罹患牛が確認されたことから、「牛の個体識別

のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」が制定されました。

これに伴い、県では県産食肉に対する消費者の信頼を確保するために、平成14年10

月から県独自のトレーサビリティシステムを構築し、ホームページ上で公開していま

す。

○カキ

養殖水産物の鮮度と安全性に対する信頼感を高め、消費者に対して安全・安心な水

産物を提供するため、平成16年から邑久町漁協、岡山県漁連が岡山カキのトレーサビ

リティシステムを導入し、ホームページ上で生産者名、漁場名、加工日、消費期限、

衛生検査結果などの生産情報を公開しています。

ＧＡＰ

GAPとは、 「 Good Agr icu l tura l Pract ice」の頭文字で、生産者自らが、農業生産工程の

全体を見通して、食品安全や環境保全などの観点から特に注意すべき事項 （点検項目）を

定め、これに沿って農作業を行い、記録・検証して、農作業の改善に結び付けていく手法で

す。また 、 コス ト削減などの経営の観点から必要な事項も盛り込み、改善につなげられま

す。

1990年代末からヨーロッパで広がり、日本でも農産物の安全性を確保する有効な取組と

して導入が進みつつあります。

Ｂ Ｓ Ｅ 対 策
○と畜場におけるＢＳＥ対策

厚生労働省は、国内における最初のＢＳＥ発見から１か月余り経過した平成13年10

月 18日に、欧州各国より厳しいと畜牛の全頭検査及び特定危険部位（ＳＲＭ）の除去

！？

！？

！？
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を実施することとしました(現在、法によるＢＳＥスクリーニング検査対象は21か月

齢以上と定められています。)。

平成21年３月31日現在、国内で確認されたＢＳＥ感染牛は36頭で、そのうち22頭は

と畜場で確認されたものです。

本県でも、平成18年 4月に県が実施しているスクリーニング検査で、ＢＳＥ罹患牛

が確認され、当該牛を焼却処分することにより安全が確保されました。

○飼料原料の給与規制対策

我が国でＢＳＥが発生する以前、特に乳牛の乳量を増加させるため、タンパク質が

豊富な肉骨粉を使用した飼料を与えていました。

しかし、平成13年 9月 10日にＢＳＥが発生した際、既にＢＳＥが発生していた英国

における疫学的調査の結果、ＢＳＥプリオンに感染した牛由来の肉粉骨 が 飼 料

として牛に給餌されたことが原因で、ＢＳＥが世界的に広がった事を踏まえ、農林水

産省は飼料原料に肉骨粉を使用した飼料の給与を全面的に禁止しました。

○死亡牛のＢＳＥ検査

肉骨粉等の飼料原料の給与規制等によるＢＳＥ感染経路の遮断措置が、的確に実行

されていることを検証するため、家畜伝染病予防法に基づいて、24か月齢以上の死亡

牛の全頭検査を実施しています。

○県内のと畜場におけるＢＳＥ検査頭数実績

平成13年10月 18日以来、ＢＳＥ全頭検査を行っています。

平成１６年度以降のＢＳＥ検査頭数実績

年度 岡山県営
倉敷と畜場

※２ 津山市食肉 井原市 年度計

と畜場 処理センター 食肉センター （県内）

平成16年度 7,033 110 6,264 54 13,461

平成17年度 7,485 59 5,680 57 13,281

平成18年度 7,663 20 5,223※１ 51 12,957

平成19年度 7,410 － 4,919 38 12,367

平成20年度 7,152 － 5,179 39 12,370

※１ BSE罹患牛１件を含む。

※２ 平成19年１月に廃止。

ＢＳＥ

ＢＳＥとはBovine spong i form encepha lopathyの略で、牛海綿状脳症と呼ばれます。英

国で発見された牛の病気で、脳に多数の空胞ができてスポンジ状になるのが特徴です。

病原体はプリオンで、発病すると行動異常をきたし最終的に死亡します。

肉骨粉

肉骨粉とは、牛や豚などの家畜をと畜解体する時に出る、食用にならない部分などを

処理した後、乾燥して作った粉末状のものです。

！？

！？

！？
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高 病 原 性 鳥 イ ン フ ル エ ン ザ 防 疫 対 策
○養鶏農場における検査

県下15箇所の農場において、毎月１回のウイルス分離検査を実施して、本県への高

病原性鳥インフルエンザウイルスの侵入をモニタリングし、安全性を確認しています。

また、異常鶏の早期発見のため、家畜伝染病予防法に基づく立入検査を実施して、

生産段階において、異常な鶏肉や鶏卵が食用へ流通することを防止しています。

○食鳥処理施設における検査

平成16年 1月に国内で初めての高病原性鳥インフルエンザが発生して以降、食鳥処

理場に搬入された鳥（にわとり、あひる、七面鳥）について、異常が認められた場合、

高病原性鳥インフルエンザ検査簡易キットを用いてモニタリング検査を行い、陽性反

応が出たら関係機関と連絡を取り、施設の消毒等の対応をすることとしています。現

在まで、食鳥処理施設では、異常が認められたような事態は発生していません。

高病原性鳥インフルエンザ

鳥インフルエンザとは 、鳥がＡ型インフルエンザウイルスに感染して起こる病気のことで

す。家畜伝染予防法では、鶏、あひる、うずら、七面鳥に感染し、高率に死亡させる病原性の

高いもの、若しくはＨ５あるいはＨ７亜型などの特定の種類のものを、高病原性鳥インフルエ

ンザと定めています。

課題

生産履歴情報等
○生産履歴やトレーサビリティシステムの推進

○ＧＡＰ手法の周知及び導入の推進

○生産履歴情報の更新及びシステム認知の向上

ＢＳＥ対策
○飼料原料の給与規制対策の徹底

○ＢＳＥ検査の確実な実施と情報提供

○特定危険部位（ＳＲＭ）の除去の徹底

○ＢＳＥの正しい知識の普及

高病原性鳥インフルエンザ防疫対策
○高病原性鳥インフルエンザ発生時の迅速な対応と情報提供

！？

！？

15



推進施策と指標

生産履歴情報等の充実

施策１ 農産物等のトレーサビリティシステムの充実

新－１ 農産物でのＧＡＰ手法の推進

「農場から食卓まで」の生産履歴情報を提供するトレーサビリティシステムを構

築し、県産農産物、牛肉、カキに対する消費者の信頼を確保します。

ＧＡＰ手法について、生産者や実需者へ周知するとともに、導入産地を支援し、

導入を推進します。

ＢＳＥ対策の確保

施策３ 生産段階のＢＳＥ対策の推進

施策４ ＢＳＥスクリーニング検査

生産段階のＢＳＥ対策として、飼料製造工場への立入検査、畜産農家への適正な給

与指導、死亡牛のＢＳＥ検査及び生産者・消費者への情報提供を継続して実施します。

食肉（牛肉）の安心確保のため、21ヶ月齢未満の牛を含めたＢＳＥスクリーニング

全頭検査を当面の間、実施します。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

飼 料 製 造 工 場 に 対 す る 目標 14以上 14以上 14以上 14以上 14以上 14以上 14以上

監視・指導 （箇所） 実績 17箇所 17箇所 1４箇所

畜 産 農 家 に 対 す る 飼 料 目標 140以上 140以上 140以上 140以上 140以上 140以上 140以上

給与の監視・指導（戸） 実績 157戸 192戸 203戸

畜 産 農 家 に 対 す る 牛 の 目標 同右 全戸×２回以上

監視・指導 実績 3,666回 5,265回 4,542回

死亡牛のＢＳＥ検査 (件 )
目標 同右 ２４ヶ月齢以上の全ての死亡牛

実績 788件 739件 701件

と畜場におけるBSEスク リ 目標
全頭検査の

当面全頭検査を実施

ーニング検査の実施(件 )

実施

実績 12,957件 12,957 12,957

計画 生産段階のBSE対策を継続して行います。
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高病原性鳥インフルエンザ防疫対策

施策５ 発生防止対策

生産段階の高病原性鳥インフルエンザ対策として、発生防止対策の指導、異常鶏の

早期通報体制の整備、養鶏農場に対する検査及び生産者・消費者への情報提供を継続

して実施します。

なお、平成18年度以降は千羽以上を飼養する全採卵養鶏場において、また平成21年

度以降は100羽以上の家きん飼養農場に対象を拡大して、抽出検査により、毎年１回

以上のモニタリングを実施しています。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
目標

－
※ 全養鶏農場から 全家きん飼養農場から

死亡羽数の報告要求 毎月報告要求 毎月報告要求

実績 206戸 203戸 209戸

モニタリング
目標 －

※
5戸×12ヶ月／年 15戸×12ヶ月／年

実績 60回 60回 90回

養鶏農場への立入検査
目標 －

※
全戸×2回

実績 1,020回 711回 829回

現状（H18年度値）で特に目標設定を行っていません。

計画 発生防止対策を継続して行います。
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基本方針１ 生産、加工、製造における食の安全確保

施策の方向２ 食品の加工・製造に対する安全対策の充実強化

県内で製造・加工される食品の、安全対策の徹底を図るとともに、食中毒の発生などに

よる健康危害を未然に防止する必要があります。

現状

加工、製造、調理施設への監視の充実
県 で は 、「 岡 山 県 食 品 衛 生 監 視 指 導 計 画 」 に基づき、食品の加工施設、製造施

設、調理施設の監視を行い、法の遵守等の指導を行っています。

○給食施設の管理者・従事者研修会の開催状況

栄養管理、衛生管理が適正に行われた給食が提供できるよう、給食施設の管理者及

び従事者に対して、研修会を開催しています。

岡山県食品衛生監視指導計画

この計画は、食の生産から流通・販売に至るまで

の安全確保と、県民に対する食への安心の拡大を

図るため、食品衛生法に基づいて毎年策定するも

のです。県では、この計画に基づき、食品関連事

業者に対して監視指導を実施し、実施結果は県の

ホームページや各保健所の窓口で公表しています。

なお、岡山市、倉敷市も独自の計画を策定しています。

食中毒等の発生状況
本県における食中毒の発生状況は毎年10件から20件程度で推移しており、その患者数

は毎年200～ 1,000人となっています。

食中毒の原因となる物質では、主にノロウイルス 、サルモネラ属菌、腸炎ビブリオ、

カンピロバクター等で、特に最近、ノロウイルスによる食中毒が増加傾向にあります。

このため、県では食中毒発生防止啓発活動、食中毒注意報の発令などにより注意喚起

するとともに、発生時の原因調査、情報提供による被害の拡大防止に努めています。

また、食品媒介感染症の発生情報についても公表し、発生の拡大防止に努めています。

食中毒の発生状況（Ｈ16～Ｈ20）

H１ ６ H１ ７ H１８ H１９ H２０

食中毒発生件数 14 12 16 16 19

食中毒患者数 336 250 993 559 731

原因物質別食中毒発生状況(H16 ～ H20)

ノロウイルス ノロウイルスは、食中毒を

起 こ す 細 菌 よ り も さ ら に 小

さ い も の で 、 食 べ 物 と 一

緒 に 体 内 に 入 り 、 ヒ ト の 腸

管 で の み 増 殖 す る こ と が で

き、嘔吐 ・腹痛 ・下痢等の食

中毒症状を引き起こします。

！？

！？

！？

 

！？
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食品を媒介する感染症等の発生状況
①腸管出血性大腸菌感染症 （本県）

腸管出血性大腸菌感染症月別発生状況

腸管出血性大腸菌感染症

腸管出血性大腸菌とは、Ｏ１５７などに代表される病原性大腸菌の一種です。

大腸菌は、家畜や人の腸内にも存在し、そのほとんどは害はありません。しかし、一

部に下痢を起こすなどの病原性を持つものがあります。

特に、血便を伴う激しい下痢や溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ ）を起こす毒素を産生す

るものを腸管出血性大腸菌と呼んでいます。

②本県の社会福祉施設等における感染性胃腸炎発生状況（H20.10～ H21.4）

（岡山市及び倉敷市を除く ）

施設の種類 施設数 患者数

高齢者保健福祉施設 11 246

その他の保健福祉施設 1 41

医療機関 3 77

学校等 1 44

計 16 408

課題

加工・製造・調理施設への監視の充実
○効果的・効率的な監視指導の推進

・食品衛生監視指導計画に基づく効果的、効率的な監視指導の実施

・食中毒等健康危害発生状況等を踏まえた効果的な監視指導の実施

○ Ｈ Ａ Ｃ Ｃ Ｐ シ ス テ ム の普及啓発

・大量製造、広域流通食品製造施設に対するＨＡＣＣＰシステムの導入指導

・その他施設に対するＨＡＣＣＰ手法の普及啓発

○大量調理施設等の安全確保

・学校給食等大量調理施設における食中毒の発生防止対策の推進

○水産食品の衛生確保

・カキ、ふぐ等水産食品を原因とする食中毒等健康危害の発生防止

！？

！？

！？
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ＨＡＣＣＰシステム

Ｈ azard Ａ nal is is Ｃ ryt ical Ｃ ontrol Ｐ ointの略です。

ＨＡＣＣＰ （危害分析重要管理点）システムは、米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ ）における宇宙

食の安全確保のため開発された高度な衛生管理手法です。食品の原材料の生産から

最終製品が消費者に消費されるまで、すべての段階について発生する危害を調査（分

析）します。そして特に重要な管理する工程（点 ）を特定し、連続的に監視および記録す

ることで危害を未然に防ぐ衛生管理手法です。

食中毒の予防
○食中毒の発生防止対策の充実

・発生の多い夏場における食中毒発生防止の啓発と大量調理施設等における安全対策

の徹底

・秋期から冬期にかけてのノロウイルス対策の推進

○食品媒介の感染症対策の推進

・腸管出血性大腸菌に起因した感染症の原因究明と発生防止対策

・ノロウイルスに起因した感染症の原因究明と発生防止対策

○迅速な食中毒情報の提供と被害拡大防止対策の充実

・食中毒注意報の発令

・食中毒発生時の原因究明及び原因施設の公表

推進施策と指標

加工・製造・調理施設に対する監視の充実

施策６ 加工・製造・調理施設等に対する監視指導

施策８ 社会福祉施設等給食施設一斉点検

施策９ 大量調理施設一斉点検

「岡山県（岡山市、倉敷市）食品衛生監視指導計画」に基づき、食品営業施設に監視

指導を行います。大型の飲食店や製造業、給食施設等危険度の高い施設に対しては、対

象施設ごとに監視回数を設定（１～３回／年）した重点監視を実施し、その他の施設に

対しては、概ね年間１回の一般監視を実施します。そのうち、社会福祉施設や、大量調

理施設に対する監視指導では、市町村等関係機関と連携するなど、効果的に監視指導を

行うため、一斉点検等を実施します。また、重点監視施設にはＨＡＣＣＰシステムの考

え方を取り入れた監視指導を行います。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

加工･製造･調理施設等に対する 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

目標監視件数達成率
目標

以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

(監視件数／監視目標施設数） 実績 128％ 118％ ※２ 121％

社会福祉施設一斉点検 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％

監視達成率(４～６月 )※
目標

以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

(点検期間内監視件数／
実績

対象施設数）
88％ 92％ 91％

大 量 調 理 施 設 に 対 す る 監 90％ 90％ 90％ 100％ 100％ 100％ 100％

視達成率 ※ 目標
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 72％ 66％ 69％

※ 岡山県単独事業です。

※２ 県のみの結果

計画 効果的・効率的な監視指導を継続します。

！？
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＜施策７ ＨＡＣＣＰシステム導入支援＞

本県では、中国四国厚生局と連携を図りながら総合衛生管理製造過程承認施設に対し

て定期的に監視指導を行っており、また、総合衛生管理製造過程の対象食品以外の施設

に対しても、ＨＡＣＣＰの管理手法の導入等指導を行っています。また、承認を希望す

る施設に対しては、助言等の導入支援を行っています。

＜施策１０ 水産食品の衛生確保のための指導＞

カキやふぐによる食品事故を防ぐため、流通量の増える時期に生産、加工、流通施設

等の一斉点検を実施するほか、ふぐについては、岡山県ふぐ調理等規制条例条例に基づ

き、ふぐ調理講習会の指定を行い、適正な処理の指導に努めます。

＜施策１１ 学校給食衛生管理講習会＞

学校給食用食材の適切な品質管理、衛生管理、調理方法等について、学校給食関係者

の認識を深めるとともに、栄養教諭・学校栄養職員の資質や技能の向上を図ることを目

的とし、食中毒予防など学校給食における衛生管理講習会を実施します。

＜施策１２ 給食施設管理者・従事者研修会の開催＞

給食施設の管理者や従事者を対象として、栄養と衛生の基礎知識や栄養管理と衛生管

理等に関する研修を行い、適正な給食の提供を確保し、利用者の健康保持・増進を図り

ます。
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食中毒の予防

施策１４ 食中毒発生防止の啓発活動

施策１５ 食品衛生月間

食中毒の発生が懸念される８月は国において「食品衛生月間」と定められており、県

でも食中毒発生防止のため、(社 )岡山県食品衛生協会や市町村との協働により、講習会、

研修会等の開催や街頭キャンペーン等による普及啓発活動を行うほか、県及び市町村の広

報誌やホームページなどのあらゆる広報媒体を活用して、食中毒発生防止の普及啓発などに

取り組みます。

また、８月には腸管出血性大腸菌O157やカンピロバクター食中毒の発生防止を目的とした

監視指導を実施し、１ １月には冬季におけるノロウイルス食中毒の発生防止のため、 「 ノロウイ

ルス対策強化月間」として、飲食店や集団給食施設等を対象とした立ち入り指導を行います。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

講習会、研修会の 目標 19回以上 19回以上 19回以上 19回以上 19回以上 19回以上 19回以上

開催 実績 18回 12回
※2

27回

街頭キャンペーン
目標 13回以上 13回以上 13回以上 13回以上 13回以上 13回以上 13回以上

実績 13回 13回
※2

15回

横断幕の設置
目標 3回以上 3回以上 3回以上 3回以上 3回以上 3回以上 3回以上

実績 3回 3回
※2

4回

啓発チラシの
目標 9,000枚 9,000枚 9,000枚 9,000枚 9,000枚 9,000枚 9,000枚

配布
※1 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 9,500枚 3,000枚
※2

9,530枚

※１ 県、倉敷市の目標合計数

※２ 県のみの結果

＜施策１３ 食品媒介感染症患者等の発生情報の提供＞

腸管出血性大腸菌感染症の多発時期において、「注意報」、「警報」を発令するなど、

食品媒介感染症について、各種啓発媒体の活用や関係団体の協力等により、消費者、食

品関連事業者等に注意を呼びかけます。

また、社会福祉施設等における感染症の集団発生の予防と発生時の迅速かつ適切な対

応を徹底するため、各保健所ごとに研修会を開催します。

計画 食中毒発生防止の啓発活動に継続して取り組みます。
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＜施策１６ 食中毒注意報の発令＞

食中毒の発生しやすい高温・多湿な気象条件となり、細菌性による食中毒の多発が予

想される場合、更に、冬季における感染性胃腸炎の発症者が増加し、ノロウイルスによ

る食中毒の発生が予想される場合に、食中毒注意報を発令し、県民に対し、正しい食品

の取扱いや食品衛生に関する注意を喚起することにより、食中毒発生の未然防止と食品

衛生意識の高揚を図ります。

＜施策１７ 食中毒発生時の調査＞

食中毒発生時には、関係者からの聞き取り調査、食品検査、検便の実施等により、迅

速に原因究明を行うとともに、被害の拡大防止や食中毒の再発防止に努めます。
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基本方針１ 生産、加工、製造における食の安全確保

施策の方向３ 生産・加工・製造者への普及啓発

食品関連事業者等へ法令等の普及啓発を行うとともに、環境負荷の低減を含め、農薬の

適正使用等の取組を推進することによって、食の安全を確保する必要があります。

現状

生産現場への取組
○農薬の安全・適正使用指導

農薬の流通・使用における適正な取扱いを図るため、現場における指導的な立場に

ある者を「農薬管理指導員」として認定し、研修会において農薬の適正使用を徹底し

ています。

○おかやま有機無農薬農産物

「おかやま有機無農薬農産物」 の生産拡大を図り、その優秀性をＰＲするため、

認定集団等の生産基盤の整備、入門研修の実施等により新規生産者を育成するととも

に、有機無農薬農産物フェアを開催するなど、おかやま有機無農薬農産物の生産振興

や販売促進に取り組んでいます。

おかやま有機無農薬農産物

本県では、全国に先駆けて有機無農薬農業に取り組み、平成 13年

からは 「有機Ｊ Ａ Ｓ規格 （有機農産物の日本農林規格） 」 を基本に、農

薬・化学肥料を一切使わない「おかやま有機無農薬農産物」を独自に

認定しています。

「おかやま有機無農薬農産物」の認定を受けるには、生産者は２年

以上前から農薬や化学肥料を使わないで、田畑の土づくりを行わなけ

ればなりません。その作業記録や各種の伝票などにより 、多 くの書類

を作成し、有機Ｊ Ａ Ｓの登録認定機関へ提出し、厳正な書類審査と現

地検査を合格したものだけが認定されます。

＜認証マーク＞

水産魚介類の安全確保
○養殖場の監視・指導

養殖生産者等に対して、薬事法に基づく、医薬品等の

適正使用の指導等を実施するとともに、養殖魚を対象と

して、水産用医薬品の残留検査を行っています。

また、魚病の発生・伝播の防止、魚病被害の軽減を図

るため、養殖生産者等に対し講習会等を開催し、防疫対

策の推進に努めています。

＜医薬品の使用手順等の指導の模様＞

○医薬品残留検査の実施

本県では、県北部でマス類（アマゴ、ニジマス、イワナ）の養殖が盛んであり、養殖

生産者の数も多いことから、主にアマゴを対象として医薬品残留検査を実施していま

す。

！？

！？
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○貝毒調査の実施

毎年度、貝毒調査計画等に基づき、貝毒原因プランクトン調査、貝毒検査を行って

います。また、検査の結果、基準値（麻痺性貝毒4MU、下痢性貝毒0.05MU）を超えた

場合には、県民への注意喚起のため、公表するとともに生産者に対しては、出荷の自

主規制等を指導しています。

（MU：貝毒の毒量の単位（マウスユニット）のことで、規制値が設定されています。）

食品関連事業者等への普及啓発

○添加物の適正使用指導

「岡山県食品衛生監視指導計画」に基づく立入りの際、添加物使用業者には食品衛

生法に準じた適正な添加物の使用を指導しています。

○講習会による普及啓発

食品営業者や食品を取り扱う調理従事者への食品

衛生知識の向上を図るため、講習会の開催や講師を

派遣しています。

また、食品衛生法による営業許可施設では食品衛

生 責 任 者 を設置しなければならないため、衛生

管理及び食品衛生法等に関する講習会の開催や講師

を派遣し、食品衛生に関する意識・知識のレベルア

ップを図っています。

＜講習会の様子＞

食品衛生責任者

食品営業施設の営業者は、食品衛生法施行条例第２条に基づき、各

施設や部門ごとに 「食品衛生責任者」を設置しなければななりません。

この食品衛生責任者は調理現場での衛生管理を行い、また従事者の

衛生教育に努め、食品の取扱いが衛生的に行われるよう自主管理体

制の確立を図る役目を担ってます。

食品衛生責任者になるためには、定期的に開催される養成講習会を

受講する必要があります。受講者には、修了証と名札が交付されるの

で、名札は営業施設の見やすい場所に掲示します。

課題

生産現場への普及啓発
○農薬の安全・適正使用指導

・農薬取締法に基づく農薬の安全・適正使用の継続的な啓発・指導

○おかやま有機無農薬農業の推進

・新規栽培者の掘り起こし

！？

！？
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・技術の確立・普及、生産機械・施設整備支援による生産拡大

・「おかやま有機無農薬農産物」の適正表示と管理の徹底

・消費者へのＰＲと販売促進によるブランドの定着化

○魚介類の監視調査等

・抜本的な魚病対策の推進

・年間を通した監視体制の強化

加工・製造・調理者への普及啓発
○監視指導・講習会等による普及啓発

・加工・製造・調理者の専門的知識の向上

・食中毒予防のための知識の向上と衛生管理の徹底

取組内容・取組指標

生産現場への普及啓発

施策１８ 農薬の安全・適正使用指導

施策１９ 養殖魚の水産用医薬品の残留検査

施策２０ 貝類汚染監視調査

農産物や水産物の生産現場における監視指導、有害物質の検査等を継続して行います。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H2３ H2４

農薬管理指導員 目標 ６回以上 ６回以上 ６回以上 ６回以上 ６回以上 ６回以上 ６回以上

認定研修会開催数 実績 ６回 ６回 ６回

養殖場監視指導 目標 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上

達成率
※1

実績 100% 100% 100%

貝毒検査件数 目標 68以上 68以上 68以上 68以上 68以上 68以上 68以上

実績 68 74 72

ノロウイルス調査 目標 318以上 105以上 105以上 105以上 105以上 105以上 105以上

検体数 実績 324※2 135 195

※１ （監視指導件数／監視指導目標施設数）

※２ これまで環境水及びカキむき身検体について検査を実施してきたが、ノロウイルスの海域での分布状

況が把握できたため、今後はカキむき身について効率的に行うこととした。

施策２１ 有機無農薬農業の推進

おかやま有機無農薬農産物の生産拡大を図ります。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H2３ H2４

お か や ま 有 機 無 農
目標 1,450t/年 ～ 1,500t/年 ～ ～ 1,600t/年

1,600t/年

薬農産物の生産 以上

実績 1,453t/年 1,455t/年 1,509t/年

計画 生産現場への監視指導、検査を継続して行います。

計画 有機無農薬農産物の生産拡大を図ります。
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加工・製造・調理者への普及啓発

＜施策２２ 添加物使用の法遵守指導＞

食品関連事業者への立入調査を行い、食品添加物の使用実態の把握、収去検査等によ

る適正使用や表示の指導を行います。

＜施策２３ 営業者・従事者向け普及啓発講習会＞

食品関連事業者や各地域団体が実施する食品衛生講習会へ講師を派遣するなど、広く

食品衛生の普及啓発に努めます。

＜施策２４ 食品衛生責任者講習会＞

食品衛生法で定められている営業許可施設に設置されている食品衛生責任者に対し

て、(社)岡山県食品衛生協会と連携し、衛生管理・法令遵守等の講習を行います。

＜施策２５ 岡山県学校給食研究協議大会＞

学校給食の意義と役割について認識を深め、また、充実を図るため、当面する諸問題

（衛生管理、栄養管理、健康問題等）について研究・協議を行い、管理運営の改善等学

校給食の資質向上を図ります。
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基本方針２ 流通、販売、消費における食の安全確保

施策の方向１ 県内流通食品の安全確保の推進

「岡山県（岡山市、倉敷市）食品衛生監視指導計画」に基づき、食品販売施設等への監

視指導の強化による安全性の確保に努めるとともに、「岡山県食の安全・安心の確保及び

食育の推進に関する条例」 に基づく自主回収の報告、健康危害情報の公表等、条例の

適正な運用により、食の安全確保を図ります。

現状

流通食品の監視指導状況
○岡山県食品衛生監視指導計画に基づく監視指導の実施

「岡山県（岡山市、倉敷市）食品衛生監視指導計画」は、食を取り巻く環境の変化

及び地域の実情等を勘案し、年度ごとに策定し公表しています。この計画に基づいて、

県内で製造された食品に加え、輸入食品や県外で製造された食品等の安全を確保する

ために、保管状況や表示の確認、検査の実施等についての監視を行っています。

＜食品販売店舗監視指導実績＞（岡山市、倉敷市は除く）

H１６ H１７ H１８ H１ ９ H２０

販売店舗監視実績 14,184件 27,915件 15,376件 14,478件 12,639件

（備考：H17年度は岡山県において国体が開催されたため、特に、監視を強化しました。 ）

自主回収の報告、健康危害情報の公表

「岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する条例」に基づく、自主回収報

告制度の定着を図るとともに、人の健康に重大な危害を及ぼすと認められる食品などが

流通している時、健康危害情報を公表し、食品等による人の健康への危害未然拡大防止

に努めています。

「岡山県食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する条例」

平成18年 12月に、県民の健康で豊かな生活の実現のため、食の安全・安心を確保する

とともに食育を推進することを目的として制定した条例です。

県では、この条例に基づき、食の安全・安心の確保と食育の推進に一体的に取り組むと

ともに、生産から消費に至るすべての関係者が食の重要性を認識し、県民、食品等関連事

業者等、行政のそれぞれの責務と役割を明らかにして、食の安全・安心の確保と食育の推

進に関する施策を総合的かつ計画的に展開することとしています。

課題

県内流通食品の監視の強化

○輸入食品の増加、広域流通食品に対応する監視の強化

○時代のニーズに応じた監視指導計画の策定と監視の実施

自主回収の報告 健康危害情報の公表

○自主回収報告制度の県民への周知・徹底

○健康危害情報の迅速かつ的確な公表

！？

！？
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取組内容・取組指標

県内流通食品の監視の強化

施策２６ 県内流通食品の監視の強化

施策２７ 健康食品等の監視の強化

通常の監視に加え、集中監視や重点監視を実施し、食品販売施設等を対象に不良食品

や表示等の監視を実施します。また、大型食料品販売店等の重点施設については、年２

回以上の監視を行います。

健康食品については県内の製造業者に重点をおき、衛生管理等の監視指導を行うとと

もに、販売店における適正表示、誇大広告の防止等の監視指導を行います。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

大型食料品販売店 目標 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

（重点施設）の 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

監視達成率
※ 実績 164% 176% 102%

健康食品監視目標件数 目標 300件 300件 300件 300件 300件 300件 300件

（販売店）
※ 実績 316件 316件 307件

※ 岡山県独自事業です。

＜施策２８ 食品衛生監視指導計画の策定＞

食品衛生法第24条の規定に基づき、「岡山県（岡山市、倉敷市）食品衛生監視指導計

画」を策定し、適正な監視指導に努めます。

自主回収の報告の徹底・周知、健康危害情報の公表

施策２９ 条例第１８条に基づく自主回収着手報告の徹底及び周知

施策３０ 条例第２０条に基づく適切な健康危害情報の公表

条例の趣旨の徹底を図るため、消費者や事業者向けの啓発パンフレットを作成・配布

し、また、食品衛生責任者講習会等で条例の説明を行うことなど「自主回収報告制度」

等の周知を図り、不良食品等の適切で迅速な回収を促進します。

また、人の健康に重大な危害を及ぼすと認められる食品等が流通している場合、迅速

に情報を公表し、健康危害の未然防止に努めます。

計画 県内流通食品の監視を継続して行います。

29



基本方針２ 流通、販売、消費における食の安全確保

施策の方向２ 食品表示の適正化の推進

食品表示は、消費者が食品を購入する際、その食品の安全に関する判断材料の一つであ

り、大変重要です。また、適正表示は食品関連事業者の責務です。しかしながら、依然と

して偽装表示等が確認されており、消費者の信頼の確保のためには、適正表示の確保が重

要であり、普及啓発、監視指導等により食品表示の適正化を推進する必要があります。

現状

食品表示の適正化への取組

○監視指導状況

食品の表示については、依然として表示の欠落や原産地の偽装表示等の不適正表示

が後を絶ちません。そのため、県では、製造業者、加工業者、販売業者等に対し、生

産から消費に至るあらゆる段階において、関係部局及び国等の関係機関が連携を取り

な が ら 、 食 品 衛 生 法 及 び Ｊ Ａ Ｓ 法 等に基づき食品表示に関する監視指導や啓発

を行っています。

ＪＡＳ法

Ｊ ＡＳ法の正式名称は「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」とい

います。

この法律は、農林水産大臣が制定した日本農林規格（ Ｊ Ａ Ｓ規格 ）による検査に合格

した製品にＪＡＳマークをつけることを認める 「 Ｊ Ａ Ｓ規格制度」と、一般消費者の選択に

資するために内閣総理大臣が制定した品質表示基準に従った表示をすべての製造業者

又は販売業者に義務付ける 「品質表示基準制度」の２つのことを定めており、この法律

で定められたルールに従って皆さんの身の回りの食品などには、 Ｊ Ａ Ｓマークや原産地

などが表示されています。

○普及啓発状況

一般消費者、製造業者等を対象とした食品表示に関する研修会等を開催するととも

に、啓発パンフレットの配布など、食品表示制度の積極的な普及啓発を行っています。

課題

適正表示の点検、普及啓発

・食品表示に関する法令がＪＡＳ法、食品衛生法、景品表示法、不正競争防止法など多

岐にわたり、消費者、食品関連事業者双方にとってわかりにくい現状にあることから、

わかりやすい表示制度が必要です。

・不適正表示が多く確認されており、消費者、食品関連事業者に対する一層の周知徹底

が必要です。

！？

！？
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取組内容・取組指標

食品の適正表示の点検

施策３１ 食品の表示合同点検

施策３２ ＪＡＳ法等による適正表示の推進

施策３３ 食品表示ウォッチャーの設置

食品表示に関する法令を所管する関係部局が合同で、販売店や加工・製造施設へ立ち

入り、食品衛生法やＪＡＳ法に基づく表示の点検を行います。また、一般消費者から公

募した食品表示ウォッチャーによる日常の買物等を通じた食品表示のモニタリングを実

施するなど、食品表示の日常的監視や不適正表示に係る情報収集の強化を図るとともに

食品表示に対する関心を高め、安全で安心な食品を選択できる消費者の育成を図ります。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H2３ H2４

食品の表示合同点検
目標 70施設 92施設 92施設 92施設 92施設 92施設 92施設

施設数
※１ 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 70施設 102施設 86施設

食品品質表示基準の
目標 225店舗 256店舗 256店舗 270店舗 270店舗 270店舗 270店舗

遵守状況調査店舗数
※２ 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 294店舗 213店舗 225店舗

ウォッチャーによる
目標 1,200店舗 600店舗 600店舗 650店舗 650店舗 650店舗 650店舗

点検店舗数
※３ 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 1,237店舗 697店舗 815店舗

※１ 岡山県、倉敷市による事業です。

※２ 岡山県、岡山市による事業です。

※３ ウォッチャーが平成19年度より 100名から50名に減少しています。（平成18年度から JAS法に基づく

立入検査等の事務を市域業者に限って岡山市、倉敷市に移譲。）

食品表示制度の普及啓発

＜施策３４ 食品表示に関する研修会等の開催＞

一般消費者、製造業者等を対象とした食品表示に関する研修会を開催するとともに、

啓発パンフレットの配布など、食品表示制度の積極的な普及啓発を行います。

＜食品表示セミナーの様子＞

計画 表示の点検を継続して行います。
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基本方針２ 流通、販売、消費における食の安全確保

施策の方向３ 試験検査の強化

加工食品をはじめ、農林水産物、畜産物等様々な食品を検査することにより、食の安全

を図る必要があります。また、アレルギー物質や遺伝子組換え原材料の検査による表示の

確認等、消費者の安全・安心を確保する必要があります。

現状

食品の検査状況

○収去検査

食品衛生法に基づき、食品衛生監視員が食品販売店等で販売されている食品等を無

償で持ち帰り、細菌検査、化学検査などを行います。検査の結果、食品衛生法で定め

られている規格や基準を超えた場合は、店頭からの撤去指示や行政処分等が行われま

す。

○残留農薬検査（動物用医薬品を含む）

平成18年 5月 29日にポジティブリスト制度 が施行され、県では、毎年「岡山県

食品衛生監視指導計画」に基づき、農産物等の残留農薬検査（動物用医薬品を含む）

を行い、基準の遵守状況の確認と基準を超えた場合の店頭からの撤去等の指導を行っ

ています。

また、検査項目数の増加等、検査機能の強化を図ります。

ポジティブリスト制度

原則禁止の中で、禁止していないものを一覧表に示す制度です。

従来から食品衛生法の規定により人の健康を損うおそれのない場合として、厚生労働大

臣が定める場合を除いては、原則として製造、使用、販売を禁止するポジティブリスト制度が

とられています。

平成15年の食品衛生法の改正により、食品に残留する農薬、飼料添加物及び動物用医薬

品についても、原則としていわゆる一律基準（ 0.01ppm） で規制し、残留等を認めるものにつ

いてリスト化するポジティブリスト制度が導入され、平成18年5月に施行されました。

これにより、残留基準が設定されていない農薬等が、人の健康を損うおそれのない量と

して厚生労働大臣が薬事・食品衛生審議会の意見を聴いて定める量以上含まれる食品の

流通が原則禁止となりました。

○輸入食品の検査

県内に流通している輸入食品について、収去検査及び試買検査を実施し、県内に流

通している輸入食品のより一層の安全確保を図っています。

○有害物質の汚染実態調査

県では、独自事業として、食品衛生法で基準が定められていない重金属や環境ホル

モンといった有害物質についても、農産物、畜産物、水産物を対象とした検査を行い、

検査結果については、ホームページ等で情報提供を行っています。

！？

！ ？
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○県内流通食品のＯ１５７汚染調査等

県内に流通している食品のＯ１５７汚染実態調査や県内産の食肉の微生物汚染実態

調査を実施しています。

○健康食品買上調査

県では、県内の健康食品販売店、薬局、医薬品販売店等で取り扱われるいわゆる健

康食品で、痩身効果や強壮効果を標ぼうしている製品等を買い上げ、国に送付し、医

薬品成分の検査を行っています。

○苦情食品の検査

消費者からの苦情に対して、原因を究明するために検査を実施しています。

○生食用カキの検査

県内に流通している生食用カキの検査を実施し、その安全性の確保を図っています。

○試験検査の業務管理（ＧＬＰ）

保健所検査課（備前・美作）、食肉衛生検査所、環境保健センターで実施する行政

検査の信頼性を確保するため、「食品衛生検査施設における試験・検査の業務管理基

準運営要領」に基づき、検査（分析）の精度管理の向上に努めています。

○学校給食用パン・めんの抜取調査

県では、学校給食に使用されるパン、めん、牛乳等の品

質調査や品質向上の研究並びにパン、めん及び炊飯の指定

工場の調査指導を(財)岡山県学校給食会に委託し、学校給

食の安全を図っています。

検査による表示項目の点検状況

○アレルギー検査、遺伝子組換え検査

食物アレルギーの原因となる特定原材料 に関する食品の検査を行い、不適正

な表示については改善、指導等を行っています。また、同様に遺伝子組換え食品

についても、大豆やとうもろこしを中心に検査、指導等を行っています。

特定原材料

食物アレルギーを引き起こす食品のうち、 「卵 」 、 「乳 」 、 「小麦」、 「そば」、 「落花生」、 「え

び 」 、 「かに 」の７品目は「特定原材料」と呼ばれています。食物アレルギーは、人によっては

ごく微量でもアレルギー症状を発症してしまいます。このため、これらを原材料とする加工食

品や添加物については、特定原材料を含んでいることがわかるように、表示をしなければな

らないことになっています。

このほかにも特定原材料に準ずるものとして18品目の食品が定められています。

！？

！？

！？
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遺伝子組換え食品

ある生物から有用な遺伝子を取り出して、他の生物に導入する技術（遺伝子組換え技

術（組換えDNA 技術） ）を応用した食品のことです。この技術により、食品生産を量的・質

的に向上させるだけでなく、害虫や病気に強い農作物の改良や、加工特性などの品質向

上に利用されることが期待されています。

現在、食品衛生法及びＪＡＳ法では、農産物として、大豆、とうもろこし、ばれ

いしょ、菜種、綿実、アルファルファ、てん菜の７種、加工食品として 32種について、

遺伝子組換えである旨の表示を義務づけています。

課題

県内流通食品の検査の強化

○農産物中に残留する農薬の監視指導と正しい知識の普及啓発

・生産者や消費者に対する正しい知識の普及啓発の推進

・関係部局の連携による農薬の適正使用の推進

○輸入食品に残留する農薬の監視指導

・輸入食品の監視指導の充実

・国（検疫所）や他県で実施された違反データ等の情報提供、監視指導等への反映等

○食品の特定原材料（アレルギー物質）表示の監視指導

・検査の実施と監視指導の充実

○生食用カキの検査

・生食用カキの安全性を確保するための検査体制の充実

！？
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取組内容・取組指標

県内流通食品の検査の強化

施策３５ 収去検査

施策３６ 県内流通農産物等の残留農薬・動物用医薬品の検査

施策３７ 有害物質の汚染実態調査

新 － ２ 県内流通輸入食品検査

施策３８ 県内流通食品のＯ１５７汚染調査

施策３９ 食品残留農薬等一日摂取実態調査

施策４０ 食肉等の動物用医薬品残留検査

施策４１ 健康食品買上調査

施策４２ 苦情食品の検査

施策４３ 生食用カキの検査

施策４４ 食肉等の細菌汚染実態調査

検査機器の整備等、検査体制の強化を図るとともに、残留農薬検査等の項目数を拡大

し、幅広く食の安全の確保を図ります。

また、各種検査を継続して行います。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

農 産 物 等 残 留 農 薬 ・ 目標 380件 395件 395件 400件 400件 400件 400件

動物用医薬品検査 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

検体数 実績 346件 191件 ※5 420件

残留農薬検査 目標 － － － 205 220 240 260

項目数
※１

実績 － － －

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

収去検査検体数 ※２
目標 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件 5,000件

以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 5,461件 4,272件 ※5 5,582件

有害物質の汚染
目標 120件 120件 120件 120件 120件 120件 120件

実態調査検体数 ※３
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 121件 65件 405件

輸入食品検査
目標 － － － 375件 420件 465件 510件

検体数
※４ 以上 以上 以上 以上

実績 － － －

※１、４ 岡山県独自事業です。

※２ 平成18年 10月 24日 、瀬戸町及び建部町が岡山市と合併したため、平成19年度以降、岡山

県が実施する収去検査が減ることが予想されます。

※３ 重金属10種類（水銀、カドミウム、鉛、銅、ニッケル、マンガン、亜鉛、ヒ素、 クロム、スズ）、

農薬 （有機塩素系3種類、除草剤3種類 ） 、 ＴＢ ＴＯ （ ト リブチルスズオキシド ） 、 ＰＣ Ｂについて

の検査である。

※５ 県のみの結果

計画 残留農薬検査の充実を図ります。

計画 食品への試験検査を継続して行います。
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施策４５ 試験検査の業務管理

保健所検査課（備前・美作）、食肉衛生検査所、環境保健センターで実施する試験検

査の信頼性を確保するため、生活衛生課内に信頼性確保責任者を設置し、内部点検を実

施するほか、(財)食品薬品安全センター秦野研究所が実施する食品衛生外部精度管理調

査に参加し、国の指定機関による適正な評価を受けることにより、検査精度の向上を図

ります。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

内部点検の実施 目標 13回 13回 13回 13回 13回 13回 13回

(立入検査回/年） 実績 13回 3回 ※ 13回

外部精度管理調査への 目標 51項目 51項目 51項目 51項目 51項目 51項目 51項目

参加（延項目数） 実績 51項目 20項目 ※ 64項目

※ 県のみの結果

＜施策４６ 学校給食用パン・めん抜取調査等委託事業＞

学校給食に使用されるパン、めん、牛乳等の品質調査及び品質向上の研究並びにパン、

めん及び炊飯の指定工場の調査指導を(財)岡山県学校給食会に委託し、安全でおいしい

パン、めん等が児童、生徒の学校給食に提供されるよう努めます。

検査による表示項目の点検強化

施策４７ 遺伝子組換え食品の検査

施策４８ アレルギー物質の検査

遺伝子組換え食品の検査、アレルギー物質（特定原材料）の検査を継続して行い、表

示の適正化を図ります。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

遺伝子組え食品 目標 45件 45件 45件 45件 45件 45件 45件

検査検体数※1 実績 46件 35件
※2

40件
※2

アレルギー検査検体数
※1 目標 30件 30件 30件 30件 30件 30件 30件

実績 30件 20件
※2

24件
※2

※１ 岡山県、倉敷市による事業です。

※２ 県のみの結果
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基本方針３ リスクコミュニケーションの推進

施策の方向１ 県民・食品関連事業者等・行政間における情報・意見交換の促進

県や食品事業者が行っている食の安全・安心に関する様々な取組について、県民の理解

を得るためには、県民、食品関連事業者等及び行政が相互に情報交換や意見交換を行い、

相互理解を図ることが重要です。県では、意見交換会等を通じ、県民の食の安全に関する

科学的な理解を深めることにより、安心と信頼の確保に努めています。

現状

行政からの情報発信

○ホームページ 「食の安全・安心おかやま」

岡山県食の安全・安心推進本部のホームページ「食の安全・安心おかやま」に、食

の安全・安心に関する情報を積極的に掲載しています。

○ホームページ 「食べ物安全探検ねっと」

子供向けにクイズ等で構成されるホームページです。

○ホームページ 「健康おかやま２１」

21世紀の県民健康づくり運動「健康おかやま２１」を広く県民に普及するために開

設したホームページです。

○冊子

食品衛生に関する正しい知識や情報、また食の安全・安心に関する行政の取組をわ

かりやすくまとめた冊子を作成しています。

○パブリックコメントの実施

県が実施する施策について、県民に対しホームページ等で公表し、県民から寄せら

れた意見や情報を施策に反映していくためにパブリック・コメント（おかやま県民提

案制度）を実施しています。

食品関連事業者等からの情報発信への働きかけ

外食の機会が増加する中で、関係団体と連携し、外食料理の 外食の栄養成分表示

栄養成分表示や ヘルシーメニューといった健康に配慮した

食事を提供する飲食店等を増やし、食を通じた健康づくりを推

進するために、県では「栄養成分表示の店」登録事業を行って

います。

登録された飲食店等は、「健康おかやま２１推進・賛同団体」

としても登録され、料理に栄養成分表示を行い、健康づくり

に配慮したメニューの提供を行うなど健康情報の発信を行

っ て い ま す 。

また、幅広い団体に食の安全サポーター と し て

登録していただき、各団体に情報発信するとともに相

互の情報交換を図っています。

！？

！？

！？



食の安全サポーター

「食の安全サポーター」とは、県民の皆さんに食に関する正しい知識や最新の情報

を提供するため、県のパートナーになっていただき、県から送られてくる食の情報を従

業員、組合員等の構成員に提供するなど、県が定めた活動内容について、自主的に取

り組んでいただける企業（団体）のことです。

食の安全サポーターになっていただいた企業（団体）には、次の活動内容のうち、取

組可能な活動を行っていただいています。

＜情報伝達活動＞

県から食の安全・安心に関する各種情報（農薬、添加物、ＢＳＥ、遺伝子組換え食品、

アレルギー物質等）を年４回程度、また、食中毒等の健康危害情報を随時定期配信し

ています。サポーターは受信した情報を会議、会報、広告、掲示、回覧等を通じて、社

員（所属会員）に提供していただいています。

＜独自活動＞

食の安全に係る独自の普及啓発活動（農業体験、漁業体験、市場体験、食品製造

施設の見学受入、シンポジウムの開催、講演会の開催等）が様々な企業（団体）で取り

組まれています。

意見交換や情報交換の実施と相談への対応

○食に関する相談への対応

食に関する相談窓口として、「食の安全相談窓口」を県下５保健所、県庁県民生活

課及び生活衛生課に設置し、県民からの食に関する様々な相談に対応しています。

○食品表示１１０番

消費者等からの相談・苦情に迅速に対応するため、食品表示相談員を県民生活課内

に配置し、食品表示の相談や情報に対し、相談者に関係機関を紹介したり、関係機関

への情報提供、聞き取り、店舗調査等を行っています。

食料自給率の向上、地産地消の推進

○ 食料自給率向上県民運動の推進

地球人口の増加や温暖化による天候不順などで世界の食料需給は将来的に不安定な

状況が続くと予想されるため、生産者団体、消費者団体、商工・流通団体、教育・行

政機関等で構成する「岡山県食料自給率向上対策会議」を設立し、食料自給率向上に

向けた各種取組を県民運動として展開しています。

○地産地消県民運動の推進

県産の新鮮で安全・安心な農林水産物のＰＲと消費拡大を目的とした地産地消フェ

アの開催、キャッチフレーズやマスコットキャラクターの活用の推進、ホームページ

等広報媒体による食材等情報の提供、直売所支援等による地場産食材の利用促進に努

めるとともに、新たに毎月５の付く日を「地産地消の日」と定め、地産地消の普及と

定着に取り組んでいます。

！？
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○地場産物を活用した学校給食推進事業

学校給食における地場産物の活用や米飯給食の推進

を図り、それらを「生きた教材」として、食に関する

指導に活用し、児童、生徒に様々な教育的効果をもた

らすことが重要となっています。

学校と生産者等の関係者の連携協力のもと、学校給

食において地場産物を積極的に取り入れ、これらを生

きた教材として活用していくための実践的な調査研究

を行っています。

条例の普及定着

「食の安全・安心の確保及び食育の推進に関する条例」を広く県民に知っていただく

ため、パンフレットの配布、新聞、ポスターなどの各種広報媒体を活用した広報を行

っています。

課題

○県民、食品関連事業者・行政の協働によるコミュニケーションの推進

○食品関連事業者等による積極的な情報発信の取組

○インターネット等を利用した情報発信の充実

・県民への積極的な情報提供と提供内容の充実

○県民相談への的確な対応

・関係部局間の連携強化

○食料自給率の向上、地産地消の推進

・自給率向上に向けたＰＲ活動や安全で安心な県産農林水産物の安定供給

問 食品の安全性に不安がありますか？ 問 食品の安全・安心条例を知っていましたか？

平成19年 9月 4･5･6日開催 「岡山県食の安全・安心推進計画策定に係る意見交換会」 アンケート結果より
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取組内容・取組指標

情報発信の強化、県民から相談への対応、地産地消の推進等

施策４９ 食環境整備事業（「栄養成分表示の店」登録事業）

施策５０ 食の安全サポーター拡大事業

施策５１ ホームページ「食の安全・安心おかやま」の充実

施策５２ ホームページ「食べ物安全探検ねっと」の充実

施策５３ ホームページ「健康おかやま２１」の充実

施策５４ 各種普及啓発媒体（冊子等）の作成

施策５５ パブリックコメントの実施

食の安全サポーター等に対するきめ細やかな情報提供の推進と食品関連事業者等からの

情報の発信への取組を強化するとともに、ホームページ等の内容の充実を図ることによって、

情報の発信と共有の強化に取組みます。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

食の安全サポーター 目標 ４０以上 55以上 60以上 65以上 70以上 75以上 80以上

登録団体 実績 47 51 51

食の安全・安心
目標

21 , 0 0 0件 2 1 , 0 0 0件 2 5 , 0 0 0件 3 0 , 0 0 0件 3 4 , 0 0 0件 3 4 , 0 0 0件 3 4 , 0 0 0件

おかやま 以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

（アクセス数） 実績 17,529件 18,356件 8,785件

食べ物探検ねっと 目標
4 , 0 0 0件 5 , 0 0 0件 6 , 0 0 0件 7 , 0 0 0件 8 , 0 0 0件 8 , 0 0 0件 8 , 0 0 0件

（アクセス数）
以上 以上 以上 以上 以上 以上 以上

実績 3,872件 1,924件 3,694件

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

栄養成分表示に 目標 500以上 700以上 700以上 940以上 980以上 1,020以上 1,060以上

協力する施設 実績 659 695 913

＜施策５７ 栄養食品普及指導事業の実施＞

各保健所で講習会を開催し、加工食品と外食の栄養成分表示の推進や保健機能食品制

度等に関する知識の普及を図ります。

＜施策５８ 食の安全相談窓口の設置及び充実＞

県下５保健所及び県庁県民生活課、生活衛生課の計７か所の窓口における相談を引き

続き実施し、相談内容に応じて他部局との連携を図ります。

＜施策５９ 食品表示１１０番＞

県庁県民生活課内に専用電話を設置する等、食品表示の相談や情報を受け付け、関係

機関の紹介、関係機関への情報提供のほか店舗調査等を行い、不適正な表示を確認した

場合には、指導や啓発を行います。

計画 食品関連事業者等からの情報発信を推進し、HP等による行政からの情報発信を強化します。

計画 食品関連事業者等からの情報発信を継続して推進します。
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＜新 － ３ 食料自給率向上県民運動の推進＞

食料自給率向上に向け、水田を有効に活用した米粉用米・飼料用米の生産振興や、米

や米粉製品の消費拡大など、生産・消費両面にわたる取組を進めるとともに、特に収穫

時期の１０月を食料自給率向上月間に指定し、重点的にＰＲ活動等を展開することとし

ています。

＜施策６０ 地産地消県民運動の推進＞

引き続き、地産地消フェアの開催、広報誌・ホームページによる情報提供に努めると

ともに、食材を大量に消費するスーパー、ホテル等における利用促進のため、販売する

サイドへの働きかけを強化し、スーパーや直売所等で気軽に豊富な県産農林水産物が購

入でき、ホテルやレストラン等で県産食材を活用した料理が味わえ、また、学校給食に

おける地場産食材の利用が促進されるなど、実効性のある地産地消の取組を総合的に進

めていきます。

＜施策６１ 地場産物を活用した学校給食の推進＞

学校と生産者等の連携協力のもと、学校給食において地場産物を積極的に取り入れ、

これらを生きた教材として食に関する指導に活用していくための方策等について、実践

的な調査研究を行います。

（ホームページの紹介）

食の安全・安心おかやま

http://www.pref .okayama. jp/hoken/seie i/foodsafety/hpanzen.htm

食べ物探検ねっと（子ども向け）

http ://www.pref .okayama. jp/hoken/seie i/kids/kids.htm

栄養成分表示の店

http://www.pref .okayama. jp/soshik i/kakuka.html?sec_sec1=36



基本方針３ リスクコミュニケーションの推進

施策の方向２ 県民の食に関する科学的知識の向上

食に関する様々な情報が氾濫する中で、食の安全・安心を確保するためには、消費者自

らが食に関する科学的で正しい知識に基づき、安全で安心な食品を選択できる力を身につ

けることが重要です。

現状

私たちの周囲には、加工食品や輸入食品等様々な食品があふれています。

その一方で、インターネットやマスメディアからの多種多様な情報も混在し、このような

状況の中で食の安全・安心を確保するためには、消費者自らが科学的で正しい知識を持ち、

的確な判断を行うことが求められています。

課題

消費者の科学的な知識と判断力の一層の向上

・体験型研修会等の開催

取組内容・取組指標

科学的な体験等による食の安全・安心への理解

施策６２ 体験等を通じたリスクコミュニケーション

消費者が不安を抱いている添加物、BSE、農薬等について教材を用いた解説や科学的

な実験等を通じて、食に対する正しい理解を深めていただく体験型の研修を一般消費

者や子どもを対象に実施します。また、食品の生産、製造現場を実際に訪れ、専門家

による解説を受けた後、事業者とも食に関する不安について、意見交換を行うことな

どによって食の安全・安心について相互理解を進めます。

H21 H22 H23 H24

意見交換会参加者数
※

目標 300人 600人 900人 1,200人

体験型型講習会受講者数
※

目標 1,100人 2,200人 3,300人 4,500人

※ 岡山県独自事業です。

平成20年度に「体験！科学で知る食の安心」事業が事業終期を迎え平成21年度から新たに取組

指標を設定し直しました。

計画 体験型講習会を継続して行います。
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基本方針４ 協働の推進

施策の方向１ 食の安全・食育推進協議会との協働

多様化する行政ニーズに適切に対応するため、県民、ボランティア、ＮＰＯ、企業、大

学などの民間と行政とが、目標を共有し、その目標に向かって、共に力を合わせて活動す

ること（協働）が求められています。食の安全・安心の確保のために、民間団体等の代表

で構成されている「岡山県食の安全・安心推進協議会」との協働により、食に関する情報

の共有施策の推進に取り組む必要があります。

現状

食の安全・安心の確保に関する県民一体となった様々な施策や取組みについて、情報交

換と連携の促進を図り、広く県民各層の意見を施策に反映させる場として、消費者、生産

者、製造者、学識経験者等の代表者（25名の委員）で構成された「岡山県食の安全・食育

推進協議会」が設置されています。

＜協議会開催風景＞

協 議 会 の 会 議 は 年 数 回 座 長 の 招 集

により開催され、食の安全・安心の確保

や食育の推進に関する議題について各

委 員から意見や提言をいただき 、施策

に反映させています。

課題

関係機関のより一層の連携

○「岡山県食の安全・食育推進協議会」構成団体等による自主活動の推進

取組内容・取組指標

食の安全・食育推進協議会の運営

＜施策６３ 「岡山県食の安全・食育推進協議会」の運営＞

岡山県食の安全・食育推進協議会を定期的に運営し、関係団体の代表から構成される

協議会委員からの食の安全・安心の確保に係る施策や取組みに対する意見や提言を、施

策に反映し、実施していきます。
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基本方針４ 協働の推進

施策の方向２ 食品衛生協会、愛育委員連合会、栄養改善協議会等による自主活

動の推進

食の安全・安心の確保及び食育の推進のためには、従来からこれらに先駆的に取り組ん

できた(社)岡山県食品衛生協会、岡山県愛育委員連合会、岡山県栄養改善協議会等の関係

機関との協働による施策の推進が必要です。

現状

地域における食の安全・安心や食育の推進のためには、家庭、学校、地域住民自らが食

の安全・安心や食育の課題について考え、実践していくことが必要です。このため、(社)

岡山県食品衛生協会の行う食品衛生指導員による巡回指導や健康づくりボランティアであ

る岡山県愛育委員連合会、岡山県栄養改善協議会等が行う健康づくりの支援のための親子

交流会や「朝食毎日食べよう大作戦」などの自主活動の取組が行われています。また、地

域でこれらを推進するリーダーの養成や、食の安全をわかりやすく伝えるリスクコミュニケータ

ーの育成を進めています。

＜食品衛生指導員の指導風景＞

課題

各団体の自主活動の推進

○民間の各関係団体における自主活動の一層の推進

・講習会、研修会の開催や必要な指導、助言

地域リーダーの養成
○研修会や講習会の開催などによる人材の育成

取組内容・取組指標

協働を進める人材の育成・活用

施策６４ 「検定－晴れの国おかやまの食－」とリスクコミュニケーターの養成

食品衛生や食育等に関する知識を問うご当地検定「検定－晴れの国おかやまの食－」 を

実施し、リスクコミュニケーター を養成します。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

「検定－晴れの国おかやまの食－」の実施
※ － 3回以上

地域の指導者育成講習会の開催 ※ － 3回以上

リスクコミュニケーター委嘱人数 ※ － 90人 135人 160人 180人 200人 225人

※ 岡山県独自事業です。（平成１９年度新規事業）

！？

！？
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「検定－晴れの国おかやまの食－」

県民のみなさんに、食品全般について関心をもっていただ

くことを目的として行う、県の特産品、郷土料理等の食文

化、食品衛生、食育についての知識を問う岡山の食に限

定した「ご当地検定」です。岡山県食の安全・食育推進協

議会と県との協働により実施しています。

リスクコミュニケーター

食品のリスクや食の安全・安心を確保するための取組等について、県民の皆さんにわ

かりやすく説明し、地域における食に関するリスクコミュニケーションの中核を担う人材と

して、県が行う食に関する様々なイベントへの参加や意見交換会のパネリストやコーディ

ネーターをお願いする予定です。

新 － ４ リスクコミュニケーターの育成

食の安全をわかりやすく伝える人材を育成し、地域に密着した食のリスクコミュニケ

ーションの輪を広げていくため、リスクコミュニケーターを対象としたステップアップ

研 修 等の育成研修を開催します。

項目／年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

育成研修受講者数 ※
（延べ人数） － － － 100人 120人 140人 160人

※ 岡山県独自事業です。（平成21年度から）

ステップアップ研修

県民の食に対する不安 ・不信感が高まる中、地域において科学的に食の安全をわかり

やすく伝えるリスクコミュニケーターを育成するための研修。メニュー１から３までの研修を

受講したリスクコ ミュニケーターの中から、講師の派遣や紹介を行い、協働で食の安全に

対する正しい理解を普及し、食の安心の拡大を図る。

メニュー１ 「食の安全に関する科学的思考の定着」

内容：テーマ別専門研修、実技研修

メニュー２「リスクコミュニケーション技術の習得」

内容：企画研修、プレゼンテーション研修

メニュー３「リスクコミュニケーションの実践」

内容：視察型研修会の実践

＜施策６６ 食品衛生指導員による巡回指導＞

食品業界の自主管理として、食品衛生指導員が、食品取扱施設を巡回し、指導と助言

を行います。また、隔年で食品衛生指導員の養成・再教育講習会を実施し、自主管理指

導の中核となる食品衛生指導員の育成及び資質の向上を図ります。

！？

！？

！？

！？
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基本方針１　　生産、加工、製造における食の安全確保

目標値 実績

飼料製造工場に対する監視指導 14箇所以上 17箇所 14箇所以上

施策３ 生産段階のＢＳＥ対策の推進
畜産農家に対する飼料給与の監視・指導 140戸以上 157戸 140戸以上

施策４ ＢＳＥスクリーニング検査
畜産農家に対する牛の監視・指導 全戸×2回　以上 3,666回 全戸×2回　以上

死亡牛のＢＳＥ検査
24ヶ月齢以上の
全ての死亡牛

788件
24ヶ月齢以上の
全ての死亡牛

と畜場におけるBSEスクリーニング検査の実施 全頭検査の実施 12,957件 当面全頭検査の実施

　 死亡羽数の報告要求 設定なし※１ 206戸
全家きん飼養農場から

毎月報告要求

施策５ 高病原性鳥インフルエンザ発生防止対策 モニタリング 設定なし※１ 60回 15戸×12ヶ月/年

養鶏農場への立入検査 設定なし※１ 1,020回 全戸×2回

100%以上 128% 100%以上

施策８ 社会福祉施設等給食施設一斉点検 社会福祉施設一斉点検期間監視達成率 90%以上 88% 90%以上

施策９ 大量調理施設一斉点検 大量調理施設に対する監視達成率 90%以上 72% 100%以上

　
講習会、研修会の開催 19回以上 18回 19回以上

施策１４ 食中毒発生防止の啓発活動 街頭キャンペーン 13回以上 13回 13回以上

施策１５ 食品衛生月間 横断幕の設置 3回以上 3回 3回以上

啓発チラシの配付 9,000枚以上 9,500枚 9,000枚以上

施策１８ 農薬の安全・適正使用指導
農薬管理指導員認定研修会開催数 6回以上 6回 6回以上

施策１９ 養殖魚の水産用医薬品の残留検査
養殖場監視指導達成率 100%以上 100% 100％以上

施策２０ 貝類汚染監視調査
貝毒検査件数 68件以上 68件 68件以上

ノロウイルス調査検体数 318検体 324検体 105検体以上※２

施策２１　 有機無農薬農産物の推進 おかやま有機無農薬農産物の生産量 1,450t/年 1,453t/年 1,600ｔ/年　以上

※１　 H18年度において特に目標設定を行っていなかったもの

※２　

基本方針２　流通、販売、消費における食の安全確保

目標値 実績

施策２６　 県内流通食品の監視の強化 大型食料品販売店の監視達成率 100%以上 164% 100％以上

施策２７　 健康食品等の監視の強化 健康食品監視目標件数 300件 316件 300件

取組指標一覧

施策名 取組指標
現状（平成18年）

目標値（平成24年度）

岡山県食品衛生監視指導計画に基づく監視件数達成率

施策６ 加工・製造・調理施設に対する監視指導
加工・製造・調理施設等に対する
目標監視件数達成率

目標値（平成24年度）

これまで、環境水及びカキむき身検体について検査を実施してきたが、ノロウイルスの海域での分布状況が把握できたため、今後
はカキむき身について効率的に行うこととした。

施策名 取組指標
現状（平成18年）
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施策３１　 食品の表示合同点検 食品の表示の合同点検施設数 70施設以上 70施設 92施設以上

施策３２　 ＪＡＳ法等による適正表示の推進 食品品質表示基準の遵守状況調査店舗数 225店舗以上 294店舗 270店舗以上

施策３３　 食品表示ウォッチャーの設置 ウォッチャーによる点検店舗数 1,200店舗以上 1,237店舗 650店舗以上※３

施策３５
施策３６

収去検査
県内流通農産物等の残留農薬・
動物用医薬品検査

収去検査検体数 5,000件以上 5,461件 5,000件以上

施策３７
新 － ２

有害物質の汚染実態調査
県内流通輸入食品検査

農産物等の残留農薬・動物用医薬品の
検査検体数

380件以上 346件 400件以上

施策３８
施策３９

県内流通食品のO１５７汚染調査
食品残留農薬等一日摂取実態調査

残留農薬検査項目数 設定なし※４ 設定なし※４ 260項目以上

施策４０
施策４１

食肉等の動物用医薬品残留検査
健康食品買上調査

有害物質の汚染実態調査検体数 120件以上 121件 120件以上

施策４２
施策４３
施策４４

苦情食品の検査
生食用カキの検査
食肉等の細菌汚染実態調査

輸入食品検査検体数 設定なし※４ 設定なし※４ 510件以上

内部点検の実施 13回 13回 13回

外部精度管理調査への参加 51回 51回 51回

施策４７　 遺伝子組み換え食品の検査 遺伝子組み換え食品検査検体数 45件 46件 45件

施策４８　 アレルギー物質の検査 アレルギー検査検体数 30件 30件 30件

※３

※４ 平成21年度から実施

基本方針３　リスクコミュニケーションの推進

目標値 実績

施策４９ 食環境整備事業
（「栄養成分表示の店」登録事業）

栄養成分表示に協力する施設 500施設以上 659施設 1,060施設以上

施策５０ 食の安全サポーター拡大事業 食の安全サポーター登録団体数 40団体 47団体 80団体以上

施策５１ ホームページ「食の安全・安心おかやま」の充実 食の安全・安心おかやま（アクセス数） 21,000件以上 17,529件 34,000件以上

施策５２
施策５３

ホームページ「食べ物安全探検ねっと」の充実
ホームページ「健康おかやま２１」の充実

食べ物探検ねっと（アクセス数） 4,000件以上 3,872件 8,000件以上

意見交換会参加者数 設定なし※５ 設定なし※５ 1,200人以上（累計）

衛生講習会受講者数 設定なし※５ 設定なし※５ 4,500人以上（累計）

※５

基本方針４　協働の推進

目標値 実績

「検定－晴れの国おかやまの食－」の実施 設定なし※６ 設定なし※６ ３回以上（延べ）

地域の指導者育成講習会の開催 設定なし※６ 設定なし※６ ３回以上（延べ）

リスクコミュニケーター委嘱人数 設定なし※６ 設定なし※６ 225人以上（累計）

新 － ４ リスクコミュニケーターの育成 育成研修受講者数※７ 設定なし※７ 設定なし※７ 160人以上

※６ 平成19年度新規事業

※７ 平成21年度新規事業

施策６２ 体験等を通じたリスクコミュニケーション

施策６４　

平成18年度からJAS報に基づく立入検査の事務を岡山市、倉敷市に移譲（市域業者に限る）したことにより、平成19年度から食品表
示ウォッチャーを100名から50名に減少している。

平成21年度より施策内容は同様に、施策名を「体験！科学で知る食の安心」事業から「体験等を通じたリスクコミュニケーション」へ
変更したため

施策４５ 試験検査の業務管理

施策名 取組指標
現状（平成18年）

目標値（平成24年度）

目標値（平成24年度）施策名 取組指標
現状（平成18年）

「検定-晴れの国おかやまの食-」と
リスクコミュニケーターの養成
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平成22年2月24日現在

五十音順　

No. 氏　　名　 　所 　 属　 ・　職 　 名

１ 　　江良
え ら

　美恵子
み え こ

　岡山県小学校長会　倉敷市立沙美小学校・校長

２ 　　太田
お お た

　豊秋
とよあき

　岡山県ＰＴＡ連合会・会長

３ 　　荻野
お ぎ の

　景
けい

規
き

　岡山大学大学院医歯薬学総合研究科公衆衛生学分野・教授

４ 　　長船
おさふね

　宗員
むねかず

　岡山市中央卸売市場運営協議会・会長

５ 　　梶谷
かじたに

　　喬
たかし

　社団法人岡山県医師会・理事

６ 　　岸本
きしもと

　妙子
た え こ 

　岡山県立大学保健福祉学部栄養学科・教授

７ 　　小林
こばやし

　侚子
と し こ

　岡山県農山漁村生活交流グループ協議会・会長

８ 佐々木
さ さ き

　裕子
ゆ う こ

　特定非営利活動法人津山市消費生活モニター連絡会・理事長

９ 　　佐藤
さ と う

　久子
ひ さ こ

　岡山県消費生活問題研究協議会・会長

１０ 　　杉本
すぎもと

　睦子
む つ こ

　岡山県栄養改善協議会・会長

１１     高橋
たかはし

  幸代
ゆ き よ

　美作華の会・代表　

１２ 　　多田
た だ

　幹郎
みきろう

　中国学園大学現代生活学部長・大学院研究科長

１３ 　　田中
た な か

　収一
しゅういち

　株式会社山陽新聞社論説委員会・論説委員

１４ 　　土屋
つ ち や

　信明
のぶあき

　岡山流通情報懇話会・会長

１５ 　　難波
なんば

　洋平
ようへい

　岡山県漁業協同組合連合会・専務理事

１６ 　　野
の

津
づ

　　喬
たかし

　社団法人岡山県食品衛生協会・会長

１７ 　　平岩
ひらいわ

　　弘
ひろむ

　社団法人岡山県歯科医師会・理事

１８ 　　藤川
ふじかわ

　大輔
だいすけ

　日本労働組合総連合会岡山県連合会・副事務局長

１９ 　　藤本
ふじもと

　貴子
た か こ

　岡山県愛育委員連合会・会長

２０ 　　三橋
みつはし

　幸夫
ゆ き お

　岡山県生活協同組合連合会・副会長理事

２１ 　　森
もり

　　惠子
け い こ

　社団法人岡山県栄養士会・会長

２２ 　　安富
やすとみ

　三
みつ

代
よ

　中国四国地域農村女性起業活動者ネットワーク協議会・代表

２３ 　　山田
や ま だ

　正巳
ま さ み

　全国農業協同組合連合会岡山県本部・副本部長

２４ 　　吉田
よ し だ

　しをり 　岡山県地域活動連絡協議会・会長

２５ 　　渡部
わたなべ

　義男
よしお

　農林水産省中国四国農政局消費・安全部消費生活課長

岡山県食の安全・食育推進協議会委員名簿
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